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（第５２期）

 貸　 借　 対　 照　 表

（２０２６年　３月３１日現在）

旭化成ファーマ株式会社
科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

百万円 百万円

（　資　産　の　部　） 　（　負　債　の　部　）　 ( 24,527 )

  　流　動　資　産 87,726   流　動　負　債 12,718

売 掛 金 41,198 892     

製 品 商 品 16,243 3,831   

仕 掛 品 3,944 7,235   

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 5,961 195     

前 払 費 用 2,023 553     

未 収 入 金 256 3       

短 期 貸 付 金 18,107 9       

立 替 金 22

そ の 他 0

貸 倒 引 当 金 △29 

　  固　定　資　産 29,204   固　定　負　債 11,808

 有　形　固　定　資　産 6,582 11,808

建 物 3,784

構 築 物 248

機 械 及 び 装 置 1,363

車 両 及 び 運 搬 具 1

工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,045

建 設 仮 勘 定 140 　（　純 資 産 の 部　）　 ( 92,403 )

 無　形　固　定　資　産 8,170 　株　主　資　本 92,116

ソ フ ト ウ ェ ア 507

販 売 権 7,626 　 資　　本　　金 3,000

そ の 他 36

 　資 本 剰 余 金 11,045

 投 資 そ の 他 の 資 産 14,452 11,045

投 資 有 価 証 券 3,220

関 係 会 社 株 式 528 　 利 益 剰 余 金 78,072

長 期 前 払 費 用 923 8

繰 延 税 金 資 産 6,778 78,064

差 入 保 証 金 673 別 途 積 立 金 135

前 払 年 金 費 用 2,329 繰 越 利 益 剰 余 金 77,929

そ の 他 0

　評価・換算差額等 287

　 287

資　産　合　計 116,930 負 債 ・ 純 資 産 合 計 116,930

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示している。

そ の 他

買 掛 金

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

預 り 金

退 職 給 付 引 当 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
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損　　益　　計　　算　　書

２０２５年　４月　１日から

２０２６年　３月３１日まで

旭化成ファーマ株式会社

科　　　　目 　　金　　　　額

百万円

売　　上　　高 86,396

売　上  原  価 32,223

売　上　総　利　益 54,172

販 売 費  及 び 一 般 管 理 費 42,210

営　業　利　益 11,962

営 業 外 収 益 213

受 取 利 息 及 び 配 当 金 173

雑 収 益 40

営 業 外 費 用 331

寄 付 金 165

雑 損 失 165

経　常　利　益 11,844

特　別　利　益 4,007

受 取 和 解 金 4,000

そ の 他 7

特　別　損　失 8,295

固 定 資 産 廃 棄 損 50

固 定 資 産 撤 去 費 用 91

構 造 改 善 費 用 7,321

投 資 有 価 証 券 評 価 損 614

そ の 他 220

7,556

1,259

442

5,855

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示している。

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益
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旭化成ファーマ株式会社

（単位：百万円）

その他利益剰余金

別
途
積
立
金

繰
越
利
益
剰
余
金

3,000 11,045 11,045 8 135 76,745 76,887 90,932

剰余金の配当 △ 4,671 △ 4,671 △ 4,671

当期純利益 5,855 5,855 5,855

1,184 1,184 1,184

3,000 11,045 11,045 8 135 77,929 78,072 92,116

（単位：百万円）

214 214 91,146

剰余金の配当 △ 4,671

当期純利益 5,855

73 73 73

73 73 1,257

287 287 92,403

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示している。

当期首残高

事業年度中の変動額

 株主資本以外の項目の
 事業年度中の変動額（純額）

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

２０２５年　４月　１日から
２０２６年　３月３１日まで

株主資本

資
本
金

資本剰余金 利益剰余金

株
主
資
本
合
計

資
本
準
備
金

資
本
剰
余
金
合
計

評価・換算差額等

純
資
産
合
計

そ
の
他
有
価
証
券
評
価
差
額
金

評
価
・
換
算
差
額
等
合
計

利
益
準
備
金

利
益
剰
余
金
合
計

当期首残高

事業年度中の変動額

 株主資本以外の項目の
 事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計

当期末残高

事業年度中の変動額合計

当期末残高
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法による原価法

その他有価証券

　市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　　　　　　　･･････時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定）

　市場価格のない株式等･･････移動平均法による原価法

（２）棚卸資産

製品　･･･総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

仕掛品･･･総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

原材料･･･総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品･･･総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産･･････定額法

（２）無形固定資産･･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）

　　　　　　　　　　　　に基づく定額法

　　　　　　　　　･･････その他の無形固定資産は定額法

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金･･････債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、

　　　　　　　　　　　貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

　　　　　　　　　　　込額を計上している。

（２）退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び

　　　　　　　　　　　　　年金資産の見込額に基づき計上している。

　　　　　　　　　　　　　①退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

　　　　　　　　　　　　　　帰属させる方法については、給付算定式基準によっている。

　　　　　　　　　　　　　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　　　　　　　　　　　　　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

　　　　　　　　　　　　　　（10年）による定額法により費用処理している。

　　　　　　　　　　　　　　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期

　　　　　　　　　　　　　　間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発

　　　　　　　　　　　　　　生の翌事業年度から費用処理している。

４．収益及び費用の計上基準について

　当社は、医薬製剤及び体外診断薬製品の製造・販売を主な事業としている。製品の販売については、製品の引

渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、顧客に

引き渡された時点で収益を認識している。ただし、出荷時から製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通

常の期間である国内販売については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項の出荷基準等の取扱いを

適用し、出荷時点で収益を認識している。
　収益は顧客との契約において約束された対価から、返品、値引き及び割戻し等を控除した収益に著しい減額が

生じない可能性が高い範囲内の金額で算定している。

　なお、製品の販売契約における対価は、製品に対する支配が顧客に移転した時点から概ね１年以内に回収して

おり、重要な金融要素は含んでいない。



５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理している。

（２）グループ通算制度の適用

グループ通算制度を適用している。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 22,807百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（１）短期金銭債権 18,107百万円
（２）短期金銭債務 1,263百万円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

（１）営業取引の取引高
売上高 14百万円
仕入高 179百万円
販売費及び一般管理費 1,631百万円

（２）営業取引以外の取引高
営業外収益 166百万円
営業外費用 6百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数
　　普通株式 120,000株

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項
　2025年6月24日の株主総会において、次のとおり決議している。

　　普通株式の配当に関する事項
（イ）配当金の総額 4,671百万円
（ロ）１株当たり配当額 38,925円
（ハ）基準日 2025年3月31日
（ニ）効力発生日 2025年6月24日

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　2026年6月23日の株主総会において、次のとおり決議を予定している。

　　普通株式の配当に関する事項
（イ）配当金の総額 2,863百万円
（ロ）１株当たり配当額 23,858円33銭
（ハ）基準日 2026年3月31日
（ニ）効力発生日 2026年6月23日

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金の否認であり、その金額は2,967百万円である。
　（繰延税金資産の残高の内、評価性引当額は210百万円である。）

２．法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
　　当社は、グループ通算制度を適用している。また「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関
　する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年8月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれら
　に関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っている。



（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項
　当社は、主に設備投資計画から必要な長期資金については、当社グループの親会社である旭化成株式会社から
借入で調達している。短期的な運転資金についても、当社グループの親会社である旭化成株式会社から調達して
いる。余剰資金については、当社グループの親会社である旭化成株式会社に貸付を行っている。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っている。また、投資有価証券は
主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っている。

２．金融商品の時価等に関する事項
　　2026年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りである。

（単位：百万円）

（１）売掛金

（２）短期貸付金

（３）投資有価証券

（４）関係会社株式

（５）買掛金 ( ) ( )

（６）未払金 ( ) ( )

　（※）負債に計上されているものについては、(   )で示している。

（注１）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

　（１）売掛金、（２）短期貸付金
　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

　（３）投資有価証券、（４）関係会社株式
　　　　これらの時価について、株式は取引所の価格等によっている。

　（５）買掛金、（６）未払金
　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（注２） 非上場株式(貸借対照表計上額2,970百万円)は、市場価格がないため｢（３）投資有価証券」には含めていない。

（注３） 関係会社株式(貸借対照表計上額9百万円)は、市場価格がないため「（４）関係会社株式」には含めていない。

892 892

3,831

41,198 41,198

250 250

貸借対照表
計上額(※)

時価(※)

18,10718,107

－ 

－ 

差額

－ 

－ 

1,608

－ 

3,831

2,127519



（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等
（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１) 取引金額には消費税等を含めていない。期末残高には消費税等を含めている。

（注２) 取引金額には、貸付金における期首と期末の差額を記載している。

（注３）貸付金利息率は市場金利を勘案し決定している。

（注４）旭化成から固定資産貸与及び事務業務サービスを受けている。対価については市場価格を勘案し決定している。

（注５）旭化成との直接取引の他、社外に対する債務支払いに関し旭化成へ代行支払い業務を委託している。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 770,028円70銭

１株当たり当期純利益金額 48,793円19銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項なし。

（収益認識に関する注記）

　収益を理解するための基礎となる情報は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）の「４．収益及び費用の計上
基準について」に記載の通りである。

476 476未払金

旭化成
株式会社

科目

短期貸付金

未払金
（注５）

未払費用
（注５）

資金の貸付
（注２）

期末残高
（注１）

18,107

0

783

6,715

通算税効果額

134

1,805
業務サービス

（注４）

取引の内容
関連当事者
との関係

取引金額
（注１）

種類 会社等の名称

当社の
経営管理等

役員の兼任

被所有
直接100%

議決権等の
所有割合

利息の受取
（注３）

親会社



（事業譲渡に関する注記）

１．事業分離の概要
　①分離先企業の名称
　長瀬産業株式会社

　②分離した事業の内容
　• 診断薬及び診断薬用酵素の製造、開発及び販売に関するすべての事業
  • 大仁医薬工場(診断薬用酵素原料、及び「ブレディニン®」等の医薬品の原薬製造工場) 
  • 大仁統括センター(主に、診断薬事業及び大仁医薬工場を含む大仁地区全体のインフラ管理組織)

　③事業分離を行った主な理由

　④事業分離日
　2025年７月１日

　⑤その他取引の概要に関する事項

２．実施した会計処理の概要
　①移転損益の金額

事業譲渡損 百万円

　②移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳
流動資産 百万円
固定資産 百万円
資産合計 百万円
流動負債 百万円
固定負債 百万円
負債合計 百万円

　③移転したことによって受け取った対価と、移転した事業に係る株主資本相当額との差額を構造改善費用
として認識している。

（追加情報）

　当社は、2026年４月１日付で商号を旭化成ファーマ株式会社から旭化成セラピューティクス株式会社へ変更している。

2,928
10,660

35
35

　旭化成グループでは、ヘルスケア領域において、医療機器などを扱うクリティカルケア事業の成長、医薬事業
の継続的な拡大、バイオプロセス事業の発展による利益成長を目指している。これらの大きな成長機会には継続
的な集中投資が必要であり、将来の優先順位を決定するためにポートフォリオの見直しを行っている。その中
で、当社は、診断薬事業(以下、「当該事業」)とのシナジーが発揮できる他社への譲渡、いわゆるベストオー
ナーの観点も含めた検討を慎重に行ってきた。その結果、当該事業は旭化成グループの傘下ではなく、バイオ関
連事業の領域において高いプレゼンスや技術力を持ち、積極的な成長投資が可能な長瀬産業の傘下で事業を運営
することが最も適切であり、当該事業の成長を最大化できるとの結論に至った。

　2025年７月１日を効力発生日として、本件譲渡に関する権利義務、及び大仁地区の土地と施設を、会社分割に
より当社が設立したナガセダイアグノスティックス株式会社に承継させ、同日付で当社より長瀬産業に対しナガ
セダイアグノスティックス株式会社の全株式を譲渡した。
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